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○令和５年４月臨時議会提出予定案件の概要 

 

報告第 １号 専決処分の報告について（損害賠償の額の決定及び和解について） 

      （日間賀小学校体育館内で発生した児童の転倒事故） 

      （専決 令和５年３月３０日） 

 

 損害賠償の額の決定及び和解について、地方自治法第１８０条第１項の規定に基づ

き、下記のとおり専決処分したので同条第２項の規定により報告する。 

 

１ 相手方 

  南知多町大字＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 

   事故被害者＊＊＊＊さんの保護者 ＊＊＊＊ 

２ 事故の概要 

 平成２４年５月９日午前１０時４０分頃、日間賀小学校体育館において、放課

時間中に当時小学校３年生の相手方児童が友人２人と追いかけっこをしていたと

ころ、床が雨漏りで濡れていたため、足を滑らせて転倒した際、顔面を床に打ち

つけ前歯の外傷性脱臼および歯槽骨を骨折する事故となったものである。 

３ 損害賠償の額及び和解の内容 

(１) 損害賠償の額   金６８６，１１０円 

(２) 和解の内容 

相手方に対し、事故に係る治療費等として上記損害賠償の額を支払うこと。 

 

議案第３０号 専決処分の承認を求めることについて 

（南知多町税条例の一部を改正する条例について） 

（専決 令和５年３月３１日） 

 

１ 提案の理由 

地方税法等の一部を改正する法律が令和５年３月３１日に公布されたこと等に

伴い、緊急に南知多町税条例を改正する必要が生じたことにより、同日、同条例の

一部改正について地方自治法第 179 条第１項の規定に基づき専決処分したので、同

条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める必要があるからである。 

２ 改正の主な内容 

（1）個人の町民税関係 

ア 肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例の適用期限を３年延長する

改正                        （附則第８条関係） 

イ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る

課税の特例の適用期限を３年延長する改正     （附則第17条の２関係） 

（2）固定資産税関係 

  ア 中小事業者等の生産性向上や賃上げの促進に資する機械・装置等の償却資産

の導入に係る特例措置の創設に伴う改正       （附則第 10 条関係） 

イ 地方税法附則第 15 条第２項第１号等の条例で定める割合（わがまち特例の

割合）を追加する改正              （附則第 10 条の２関係） 

長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る課税標準の特

例３分の１の追加 

ウ 長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに対する税額の減額
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措置の創設に伴う改正              （附則第10条の３関係） 

エ 不均一課税による固定資産税の税率の特例の対象期間を２年延長する改正 

                          （附則第 10 条の４関係） 

 (3) 軽自動車税関係 

ア 軽自動車税の環境性能割に係る臨時的軽減措置であった、非課税及び税率の

軽減に係る規定の削除   （旧附則第 15 条の２及び附則第 15 条の６関係） 

イ 排出ガス性能及び燃費性能に優れた軽自動車に対して、それらの性能に応じ

て種別割の税率を軽減する、グリーン化特例の期限を延長する改正    

                   （附則第 16 条及び第 16 条の２関係）  

（4）納付書等関係 

地方税法施行規則における納付書等の様式の新設に伴う改正  

（第 44 条、第 46 条、第 48 条、第 90 条及び第 93 条関係） 

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

令和５年４月１日 

(2) 固定資産税に関する経過措置 

 (3) 軽自動車税に関する経過措置 

 

議案第３１号 専決処分の承認を求めることについて 

（南知多町都市計画税条例の一部を改正する条例について） 

（専決 令和５年３月３１日） 

 

１ 提案の理由 

地方税法等の一部を改正する法律が令和５年３月３１日に公布されたことに伴

い、緊急に南知多町都市計画税条例を改正する必要が生じたことにより、同日、同

条例の一部改正について地方自治法第 179 条第１項の規定に基づき専決処分した

ので、同条第３項の規定により議会に報告し、その承認を求める必要があるからで

ある。 

２ 改正の主な内容 

(1)地方税法の一部改正に伴う字句の整理 

（附則第２項から第６項まで及び第 17 項関係）  

３ 施行期日等 

 (1) 施行期日 

令和５年４月１日 

(2) 経過措置 
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議案第３２号 専決処分の承認を求めることについて 

（南知多町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について） 

（専決 令和５年３月３１日） 

 

１ 改正の理由 

  地方税法施行令の一部を改正する政令が令和５年３月 31 日に公布されたことに

伴い、緊急に南知多町国民健康保険税条例を改正する必要が生じたことにより、同

日、同条例の一部改正について地方自治法第 179 条第１項の規定に基づき専決処分

したので、同条第３項の規定により報告し、その承認を求める必要があるからであ

る。 

２ 改正の主な内容 

  低所得者に係る保険税軽減の基準額の改正         （第 23 条関係） 

  (1) ５割軽減基準額 

     改正前 前年合計所得が、43 万円＋28.5 万円×（被保険者数＋特定同一世

帯所属者数）＋10 万円×（給与所得者等の数―１）以下の世帯 

     改正後 前年合計所得が、43 万円＋29 万円×（被保険者数＋特定同一世帯

所属者数）＋10 万円×（給与所得者等の数―１）以下の世帯 

  (2) ２割軽減基準額 

     改正前 前年合計所得が、43 万円＋52 万円×（被保険者数＋特定同一世帯

所属者数）＋10 万円×（給与所得者等の数―１）以下の世帯 

     改正後 前年合計所得が、43 万円＋53.5 万円×（被保険者数＋特定同一世

帯所属者数）＋10 万円×（給与所得者等の数―１）以下の世帯 

３ 施行期日等 

(1) 施行期日 

令和５年４月１日 

 

(2)経過措置 

   改正後の南知多町国民健康保険税条例の規定は、令和５年度以後の年度分の国

民健康保険税について適用し、令和４年度分までの国民健康保険税については、

なお従前の例による。 

 

議案第３３号 令和５年度南知多町一般会計補正予算（第１号） 

補正額 １４９，４９６千円  補正後 ７，４６３，４９６千円 

 

１ 職員人件費 

 〇歳出 

  ①人件費                       １７，２５７千円 

   （低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金給付事業） 

   ・職員手当等（時間外勤務手当）               １５３千円 

   （新型コロナワクチン接種事業費） 

・職員手当等（時間外勤務手当、管理職員特別勤務手当） １７，１０４千円 

 

２ 企画財政課 

 〇歳入 
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  ①繰越金 繰越金の増（歳入の財源調整）           １６２千円 

３ 健康子育て室 

 〇歳入 

  ①国庫支出金                    １４８，９７２千円 

   ・新型コロナウイルスワクチン接種対策費の増     １０６，２７６千円 

   ・低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金事業費 

１０，６００千円 

   ・低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金事務費                             

１，８５０千円 

・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費の増  ３０，２４６千円 

  ②県支出金                           

・若年がん患者在宅療養支援事業費             １６２千円 

  ③諸収入 

   ・新型コロナワクチン接種費                ２００千円 

  〇歳出  

  ①民生費  

・低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金給付事業費（需

用費 役務費 委託料 負担金、補助及び交付金）   １２，２９７千円 

  ②衛生費                      １１９，９４２千円 

  ・若年がん患者在宅療養支援事業補助金             ３２４千円 

・新型コロナウイルスワクチン接種事業費（報償費 旅費 需用費 役務費 

委託料 使用及び賃借料 備品購入費）の増       １１９，６１８千円 


